



















































































































12） フット・前掲注7）『裁判と社会』229頁。Koichiro Fujikura, Litigation, Administrative Relief and Politi-
cal Settlement for Pollution Victim Conpensation: Minamata Mercury Poisoning after Fifty Years, in: 
Daniel H. Foote (Hrsg.) Law in Japan: A Turning Point, 2006.
13） フット・前掲注7）『裁判と社会』230頁。
14） Koichiro Fujikura, Changing Values and the Leagal Culture in Japan, Japanstudien, Jahrbuch des 



























































































































































29） J. Mark Ramseyer/Eric Rasmusen, Measuring Judicial Independence : The Political Economy of 
Judging in Japan, University of Chicago Press 2003.
30） 佐藤岩夫「最高裁判所は変わったか」法律時報82巻４号（2010年）47頁。
31） 2002年９月11日郵便法賠償責任制限規定違憲判決，2005年９月14日在外邦人選挙権制限規定違憲判決，
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32） 司法制度改革審議会意見書。
33） 見平典「最高裁判所をめぐるポリティクス」法律時報82巻４号（2010年）67頁。
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権の誕生，2008年の民主党政権の誕生により自民党ではない政権による任命が行われ
るようになった。細川・村山内閣で任命された弁護士出身および行政官出身の裁判官
がリベラルな判決行動をとったことが指摘されている。加えて，1995年の草場良八の
退官とともに，新憲法の下で法学教育を受けた人から最高裁が構成されるようになっ
た。こうした変化に加えて，司法制度改革審議会意見書を受けた最高裁判事の意識変
化によって，裁判体としての最高裁の価値観は変化してきているという。第三に，議
員立法の増大や内閣法制局の地位低下によって，立法の質が低下していることも最高
裁が違憲審査権の発動へと向かわせる潜在的な要因であるとされている34）。
以上にみた政治システムの変動と司法制度改革に見られる司法への新たな期待は，
行政に対する統制や立法に対する違憲審査制度を行使することへの政治的な許容度を
高めるものとなっている35）。公害訴訟の例にみたように，最高裁は既に私法の領域に
おいて積極的に政策形成にかかわってきたが，今後は公法の領域においても「公共空
間を支える柱」として機能することが求められており，その端緒は既に示されている
といえよう。
４．日本の議会主義における「明治維新の遺産」
本報告では，1968年以降の日本社会において，市民運動の訴訟利用を背景とした訴
訟において司法が積極的な政策形成を行ってきたこと，そうすることで議会主義の欠
陥を補う役目を果たしてきたことを近年の研究成果から基礎づけた。さらに，90年代
半ば以降のマクロな政治システムの変動の中で，「公共空間を支える柱」としての司法
がさらに積極的な役割を果たすことが期待されていることを近時の最高裁の判決行動
の変化と合わせて紹介した。では全体テーマである「日本のリベラルデモクラシーに
おける明治維新の遺産」という枠組みに本報告はどのように位置づけられるのであろ
うか。
明治維新後の日本は西洋諸国にならった国家体制を構築することを急務とし，様々
な制度を整備していった。その一つに議会制度の構築がある。従来の研究においては
大正デモクラシーの成果を強調するあまり，明治憲法下の帝国議会は天皇大権のもと
34） こうした変化について，参照，法律時報の小特集「最高裁判所は変わったか─違憲審査と政策形成を考
える」法律時報82巻４号（2010年）。
35） 佐藤・前掲注30）49頁。
戦後日本の民主主義において司法が果たした役割 　11　
権限を制約された外見的立憲政体と位置付けられてきた。しかしながら，近年では
「公議」の観念が明治維新期から存在したこと，明治政府が自身もまた議会を重視して
積極的に帝国議会の開設に関与してきたこと，そして明治期に帝国議会が果たした重
要な役割を実証的に基礎づける研究が登場している36）。日本における議会主義はまさ
に明治維新とともに登場し，発展してきたのである。
明治期そして大正期の議会主義に対して現代の議会主義において特徴的なのは戦後，
司法権が強化されたことである。戦後司法改革によって司法権の独立を強化し，違憲
審査制を導入することはGHQにとって最も重視されたことの一つであったが 37），「強
力で独立の司法部」（マッカーサー草案68条）としての日本の裁判所は，既に1960年代か
ら市民運動に基礎を持つ政策形成訴訟において重要な役割を担ってきた 38）。もちろん，
司法部が政策的価値の実現手段として利用されることには批判もある。裁判所の政治
的，党派的行動は一歩誤るとその判断が制度的に終局的なものであるため，政治的妥
協や調停の余地を封じ，政治的紛争を一気に拡大させる危険を持つからである。とは
いえ，裁判所が政治や社会の動向を見極め，既に表明された国民の多数意思や価値観
を念頭において判決による準則形成を行うことと，政治的，党派的に行動するという
ことは大きく異なる39）。2000年の司法制度改革以降は「公共空間を支える柱」としてさ
らに積極的な役割を担うことを期待されているように，議会制民主主義における通常
の回路が十分に機能しない時，司法は裁判を通じて社会的な問題に光をあて，広い意
味での政治の回路を動かす力を発揮すべきであるといえよう。
36） 久保田哲『帝国議会─西欧の衝撃から誕生までの格闘』中公新書（2018年）。
37） 笹田栄司『裁判制度』信山社（1997年）７頁。
38） もちろん，裁判所の判決が直ちに社会の変革につながるわけではない。社会的に注目を集める重要判決
であっても，それが政治部門によって無視されたこともあるし，人々がその判決に従うかどうかは社会制
度の他の要因に規定されてきた。
39） 千葉勝美『違憲審査』有斐閣（2017年）182頁。
